
大気環境課

企画・監視担当

3057

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B28
総務費 環境費 公害対策費 青空再生推進費

大気汚染防止法 宣言項目   3,11,12

分野施策 051143 公害のない安全な地域環境の確保 3-9,11-6,12-4

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 7,485 7,485 △10,632

前年額 18,117 18,117

令和 3年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

ＰＭ２.５対策事業費 一般会
計

事 業
期 間

平成27年度～ 根 拠
法 令

SDGsｺﾞｰﾙ

SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

　大気環境中における微小粒子状物質（ＰＭ2.5）の濃
度は改善傾向にあるものの、今後も環境基準を安定して
達成するためにはさらなる改善が必要な状況であり、県
民からの関心も高い。
　そこで、ばい煙発生施設に係るＰＭ2.5実態調査を行
うことで発生源対策に必要な情報を収集する。また、Ｐ
Ｍ2.5対策として有効な揮発性有機化合物の削減対策を
実施することで、ＰＭ2.5の濃度をより改善していく。

（１）電気自動車維持管理費　 　　　　　　  366千円
（２）ＰＭ2.5発生源調査費　　　　　　　  3,199千円
（３）越境移流対策・国際協力費　　　　　 3,125千円
（４）揮発性有機化合物対策費　　　　　　   795千円

（１）事業内容
　　ア　電気自動車維持管理費　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　366千円　　
　　　　電気自動車の維持管理に関する経費
　　イ　ＰＭ2.5発生源調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  3,199千円
　　　　ばい煙発生施設（2施設）の排ガスを測定し、ＰＭ2.5の質量と成分を詳細調査
　　ウ　越境移流対策・国際協力費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,125千円
　　　(ｱ) 日本（加須・富士山）、中国（北京・上海）、韓国（済州島）におけるＰＭ2.5の同時採取・分析
　　　(ｲ) 研究者の相互派遣
　　 （ｳ）自動測定機による詳細な成分分析
　　エ　揮発性有機化合物対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   795千円
　　　(ｱ) 環境管理事務所による事業所個別指導（100事業所）
　　　(ｲ) ＶＯＣサポート事業（10件）・アドバイザー派遣（3件）、説明会の開催（1回）、リーフレットの配布等

（２）事業計画
　　ア　発生源調査は、ＰＭ2.5に係る国の法制化の動向を見極めつつ、当面の間継続する。
　　イ　ＶＯＣ対策を推進することで、光化学オキシダントやＰＭ2.5の汚染状況を改善する。

（３）事業効果　
　　　ＰＭ2.5の年平均値
　　　目標：12.0μｇ/ｍ3（令和3年度）　　実績：10.5μｇ/ｍ3（令和元年度）（県10/10）

普通交付税（包括算定経費）
（区分）企画費　（細目）環境保全対策費
（細節）環境保全対策費　（積算内容）環境の
　監視調査・測定・分析、公害の規制等

9,500千円×2.3人＝21,850千円

前年との
対比

― 環境部 B28 ―
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